資料６

新規措置児童ニーズ調査　調査票
【記入上の留意事項】
・令和４年９月１日から令和５年８月３１日までの間に入所措置・里親委託（措置変更を含む）した児童について記入してください。
・今回の調査の目的は、「第三次大阪府社会的養育体制整備計画」において掲げた内容（※）と、現状との間にある差異を明らかにすることです。
・回答にあたっては、施設・里親が量的に不足していないと仮定してください。
（※）令和６年度末時点における里親・ファミリーホームへの委託率の目標として、０〜２歳児を47％、３〜５歳児は28％、学童期以降は24％を掲げていることなど。








【記入者】
	担当者名
	
	記入者名
	□担当者に同じ　（　　　　　　　　　　　）


０　児童の基本属性（システムから抽出するため担当者は回答不要）
担当センター、ケース番号、児童氏名、性別、生年月日、年齢、担当者氏名、相談種別、入所措置・里親委託開始日、施設等種別、施設等名称



（各区分は支援学校等を含む）



１　子どもの入所・委託措置について
	開始時の区分
	①乳児
	②幼児
	③小学生
	④中学生
	⑤高校生
	⑥中卒

	措置変更での開始の場合は、連続する最初の措置の開始日
	　　年　　月　　日

	措置開始時点で必要と考えた措置期間について（あてはまる選択肢一つに○をつける。）

	①3か月未満
②3カ月以上～6か月未満
	③6か月以上～1年未満
④1年以上～3年未満
	⑤3年以上



２　措置開始時点の子どものケアニーズについて（府のアセスメントシートに基づき回答ください）
	身体・発達及び心理的状況について　※該当項目（疑い含む）をすべて選択してください

	1 疾患を有している
2 発育上の課題がある
3 身体的障がいを有している
	4 発達障がいを有している
5 知的障がいを有している
6 トラウマ起因の行動や症状がある（PTSD含む）
	7 愛着障がいを有している
8 自傷行為がある
9 家庭環境への拒否（＊）
10 行動上の課題（非行、家出等）

	必要な医療的ケアについて（あてはまる選択肢すべてに○をつける。複数回答可。）

	①日常介助（食事・着替え・入浴等、ただし乳幼児を除く）
②療育指導・訓練（運動機能訓練、言語機能訓練、視機能訓練、補聴訓練）
	③処置等の介助（アレルギー、慢性疾患、たん吸引等）
④観察と対応（多動等）
⑤通院介助
⑥児童精神科医療（自傷、他害、衝動性等）


（＊）家庭内でのトラウマ体験や里親不調を経験した子どもで、子ども本人の家庭環境に対する拒否感が強い。




３　子どもの措置先として最も望ましいと考える養育環境について（もっともあてはまる選択肢一つに○をつける。なお、回答にあたっては、保護者の状況や今後の支援の方向性を考慮した上で、里親家庭や施設が量的に不足していないと仮定。）
	1 養子縁組里親
2 はぐくみホーム・ファミリーホーム
3 乳児院
	4 児童養護施設
5 児童心理治療施設
6 児童自立支援施設
	7 福祉型障がい児入所施設
8 医療型障がい児入所施設
9 自立援助ホーム



４　３で回答した措置先に措置できなかった場合、その理由について（あてはまる選択肢すべてに○をつける。複数回答可。）
　※措置できていれば問４は無回答（質問３で回答終了）
	1 養子縁組について保護者同意が得られなかった
2 里親委託について保護者同意が得られなかった（里親委託を拒否）
3 適切な里親等（はぐくみ・養子・FH）が確保できなかった
4 適切な施設に満床等の理由で入所できなかった。
5 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



調査項目は以上です。ご協力ありがとうございました。











措置児童の時点調査　調査票
【記入上の留意事項】
・令和５年8月1日（以下「基準日」という。）時点において、児童福祉法第27条第1項第3号の措置（施設入所・里親等委託）を行っている児童について記入してください。
・今回の調査の目的は、「新しい社会的養育ビジョン」において示された内容（※）及び第三次大阪府社会的養育体制整備計画に掲げた目標値と、現状との間にある差異を明らかにすることです。
・回答にあたっては、施設・里親が量的に不足していないと仮定してください。
（※）就学前児童は家庭養護率を75％とし、学童期以降は50％とする目標値や、施設での入所期間を、高度なケアニーズを有するものでも、就学前で数か月、学童期は1年以内とし、さらに高度な場合でも3年以内とすること、など。





１　子どもの入所・委託措置先について

※措置期間は、「新しい社会的養育ビジョン」に示される、子どものニーズに応じた養育体制が整ったと仮定して回答すること。
【記入者】
	担当者名
	
	記入者名
	□担当者に同じ　（　　　　　　　　　　　）


０　児童の基本属性（システムから抽出するため担当者は回答不要）
担当センター、ケース番号、児童氏名、性別、生年月日、年齢、担当者氏名、相談種別、入所措置・里親委託開始日、施設等種別、施設等名称



（各区分は支援学校等を含む）



１　子どもの入所・委託措置について
	現在の区分
	①乳児
②幼児
	③小学生
④中学生
	⑤高校生
⑥中卒
	⑦大学、短大、専修学校
⑧その他（　　　　）

	措置変更での開始の場合は、連続する最初の措置の開始日
	　　年　　月　　日

	家庭復帰の見込み
	　有　　　・　　　無　（就労自立　・　就学自立）

	基準日時点で必要と考える措置期間について（あてはまる選択肢一つに○をつける。）

	①3か月未満
②3カ月以上～6か月未満
	③6か月以上～1年未満
④1年以上～3年未満
	⑤3年以上



※措置期間は、施設・里親が量的に不足していないと仮定して回答すること。

２　基準日時点の子どものケアニーズについて（府のアセスメントシートに基づき回答してください）
	身体・発達及び心理的状況について　※該当項目（疑い含む）をすべて選択してください

	1 疾患を有している
2 発育上の課題がある
3 身体的障がいを有している
	4 発達障がいを有している
5 知的障がいを有している
6 トラウマ起因の行動や症状がある（PTSD含む）
	7 愛着障がいを有している
8 自傷行為がある
9 家庭環境への拒否（＊）
10 行動上の課題（非行、家出等）

	必要な医療的ケアについて（あてはまる選択肢すべてに○をつける。複数回答可。）

	①日常介助（食事・着替え・入浴等、ただし乳幼児を除く）
②療育指導・訓練（運動機能訓練、言語機能訓練、視機能訓練、補聴訓練）
	③処置等の介助（アレルギー、慢性疾患、たん吸引等）
④観察と対応（多動等）
⑤通院介助
⑥児童精神科医療（自傷、他害、衝動性等）


（＊）家庭内でのトラウマ体験や里親不調を経験した子どもで、子ども本人の家庭環境に対する拒否感が強い。


３　家庭復帰に向け、基準日（本調査）時点においての保護者が必要とする支援について（あてはまる選択肢すべてに○をつける。複数回答可。）
	1 これまでの養育の振り返りを支援
2 保護者自身の被害回復を支援
	3 生活困窮への支援（就労支援含）
4 市町村の子育て支援サービス
5 障がい支援サービス
	6 精神科医療
7 養育のスキルアップ
8 親子関係の回復
9 その他医療的ケア



調査項目は以上です。ご協力ありがとうございました。







里親委託等実態調査　調査票
【記入上の留意事項】
・令和2年４月１日から令和５年３月３１日までの間に、里親・ファミリーホームからの措置変更を行った全ケースについて記入してください。
・今回の調査は、「第三次大阪府社会的養育体制整備計画」において里親等委託率を設定するにあたり、不調リスクの防止を掲げているところ、里親委託の実態について把握するために実施するものです。







【記入者】
	担当者名
	
	記入者名
	□担当者に同じ　（　　　　　　　　　　　）



０　児童の基本属性（システムから抽出するため担当者は回答不要）
担当センター、児童氏名、性別、生年月日、年齢、里親委託開始日、施設等名称




１　里親の属性について
	里親の区分
	1 はぐくみ
	2 養子
	3 専門
	4 親族
	5 ファミリーホーム

	里親登録年月日
	 年　　　月　　　日

	過去の委託経験の有無
	有（累積：　　　年）　　・　　　　無

	家族構成
	単身　　　・　　　夫婦

	同居する実子の有無
	有（年齢：　　　）　　　・　　　　無

	その他同居人の有無
	有（続柄　　　　）　　　・　　　　無


（各区分は支援学校等を含む）

２　子どもの措置解除について
	解除時の区分
	①乳児
②幼児
	③小学生
④中学生
	⑤高校生
⑥中卒
	⑦大学、短大、専修学校
⑧その他（　　　　）

	措置の解除日
	　　年　　月　　日

	措置解除時点での連続する措置期間について（あてはまる選択肢一つに○をつける。）

	①3か月未満
②3カ月以上～6か月未満
	③6か月以上～1年未満
4 1年以上～3年未満
	5 3年以上



３　措置解除時点の子どものケアニーズについて（アセスメントシートに基づき回答してください）
	身体・発達及び心理的状況について　※該当項目（疑い含む）をすべて選択してください

	1 疾患を有している
2 発育上の課題がある
3 身体的障がいを有している
	4 発達障がいを有している
5 知的障がいを有している
6 トラウマ起因の行動や症状がある（PTSD含む）
	7 愛着障がいを有している
8 自傷行為がある
9 家庭環境への拒否（＊）
10 行動上の課題（非行、家出等）

	必要な医療的ケアについて（あてはまる選択肢すべてに○をつける。複数回答可。）

	①日常介助（食事・着替え・入浴等、ただし乳幼児を除く）
②療育指導・訓練（運動機能訓練、言語機能訓練、視機能訓練、補聴訓練）
	③処置等の介助（アレルギー、慢性疾患、たん吸引等）
④観察と対応（多動等）
⑤通院介助
⑥児童精神科医療（自傷、他害、衝動性等）


（＊）家庭内でのトラウマ体験や里親不調を経験した子どもで、子ども本人の家庭環境に対する拒否感が強い。

４　措置変更のきっかけについて
	1 子どもからの発信　　②　里親からの発信　　③　実親からの発信　　④センターの判断　　



５　措置変更となった主な要因について　※複数回答可
	1 里親家庭の事情（転居）
2 里親家庭の事情（高齢等）
3 養育困難（子どものケアへの対応困難）
	4 養育困難（里親家族に危害が及んだため）
5 養育困難（里親家庭内の関係性に起因するもの）
	6 子どもの不適応
7 里親による不適切養育
8 実親関係（同意撤回など）
9 その他（　　　　　　　）



６　措置変更後の子どもの行き先について
	1 他の里親家庭・ファミリーホーム
2 乳児院
3 児童養護施設
	4 児童心理治療施設
5 児童自立支援施設
6 福祉型障がい児入所施設
	7 医療型障がい児入所施設
8 自立援助ホーム



７　事例を振り返り、当該子ども及び里親に対し必要であったと思われるアプローチについて
	（自由記述）
例．フォスタリング機関における〇〇技術の向上、
保育所等の子育てに係る社会資源の更なる活用　　等


調査項目は以上です。ご協力ありがとうございました。


1

